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①業種 ：情報処理・ソフトウェア業
②事業内容：会計事務所並びに地⽅公共団体に対する情報サービス

（ｿﾌﾄｳｪｱの開発提供・ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ・ｼｽﾃﾑ機器の販売）
③代表者 ：代表取締役社⻑ ⾓ ⼀幸
④資本⾦ ：57億円（東京証券取引所1部上場 証券コード9746）
⑤業績 ：売上⾼ 単体：533億円、連結：577億円（2016年9⽉期）

経常利益 単体：076億円、連結：076億円（2016年9⽉期）
⑥本社 ：栃⽊県宇都宮市、東京都新宿区
⑦設⽴ ：昭和41年10⽉22⽇
⑧事業所数：全国77か所
⑨従業員数：単体：2,234名、連結：2,547名（2017年1⽉1⽇現在）

会社概要

について
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について
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※1. 国税庁「平成27事務年度法⼈税等の申告（課税）事績の概要」より引⽤
※2. FXシリーズとTKC継続MASシステムを使⽤し、「書⾯添付」を実施している企業を集計

Ⅰ 戦略財務情報システム ＦＸシリーズ
１．FXシリーズ活⽤企業の⿊字決算割合



©TKC 2017 4

⾦融機関

Ⅰ 戦略財務情報システム ＦＸシリーズ
２．TKCの 2つの FinTechサービス

戦略財務情報
システム

ＦＸシリーズ

銀⾏
信⽤⾦庫
信⽤組合

(⼊出⾦明細)

クレジット
カード

(⽀払明細)

電⼦マネー

(⽀払明細)

中⼩企業（顧問先）

資料：常陽銀⾏ﾆｭｰｽﾘﾘｰｽ（平成28年4⽉20⽇）をもとにTKCが作成

TKC会員が関与先からの委託に基づいて、
信頼性の⾼い決算書・⽉次試算表を
インターネットで⾦融機関に提供します。

TKC会員
（税理⼠）

巡回監査

銀⾏信販データ受信機能

TKCモニタリング
情報サービス
決算書等提供サービス
⽉次試算表提供サービス
最新業績開⽰サービス

●TKCモニタリング情報サービスの
採用金融機関225

●銀行信販データ受信機能は

99％の法人口座に対応しています。

●TKCは、API連携を積極的に進めています。

（三菱東京ＵＦＪ銀行･常陽銀行等）
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Ⅰ 戦略財務情報システム ＦＸシリーズ
３．過去３年間の⽉次決算を証明する『記帳適時性証明書』
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Ⅰ 戦略財務情報システム ＦＸシリーズ
４．地域⾦融機関との連携事例（中京銀⾏様）

出典：中京銀⾏ホームページ https://www.chukyo-bank.co.jp/corporation/financing/hallmark/

・利⽤者は、次の両⽅に
該当する中⼩企業です

①経営⾰新等⽀援機関に認定
されているTKC全国会の
会員税理⼠の⽉次巡回監査
を受け、かつ中期経営計画
を策定している中⼩企業

②信⽤保証協会の⼀般保証、
経営⼒強化保証制度または
愛知県信⽤保証協会の保証
制度「認定⽀援税理⼠連携
推進保証（T連携）」の保
証承認を得られた中⼩企業

・融資利率は、固定⾦利
で年1.4%です

・最⼤優遇時で 0.4％
です！

商品概要
中京TKC連携事業者貸出「太⿎

判」
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Ⅱ 中⼩企業の経営を伴⾛型で⽀援するために
１．経営⾰新等⽀援機関（第42号認定時点）

認定機関数（N=26,045）

TKC会員

7,244件＿
全体の27.8％＿

税理⼠・税理⼠法⼈・会計⼠

21,931件＿
全体の84.2％＿

26,045
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利用申請数（N=12,962）

Ⅱ 中⼩企業の経営を伴⾛型で⽀援するために
２．経営改善計画策定⽀援事業（405事業）

TKC会員＿＿＿＿＿＿＿＿＿
➊利⽤申請数 5,749件

全体の 044.3％
➋実践会員数 1,975名

12,962
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Ⅱ 中⼩企業の経営を伴⾛型で⽀援するために
３．中⼩企業の会計に関する基本要領
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準拠企業数：223,911社

「一般に公正妥当と認められる会計処理の基準」である
「中小企業の会計に関する基本要領」に準拠して

適時・正確な記帳を行い、
発生主義で月次決算を行うことが黒字経営の基盤です。

（平成29年３月末時点）
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採択件数（N=7,511）

Ⅱ 中⼩企業の経営を伴⾛型で⽀援するために
４．ＩＴ導⼊補助⾦（１次公募）

コンソーシアム「TKC全国会」
➊採択件数 1,247件
全体の 016.6%

➋IT導⼊⽀援事業者数
0,798件

税理⼠は、ＴＫＣと連携して
中⼩企業の経営⼒向上に重要
な役割を果たしています。

7,511
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Ⅱ 中⼩企業の経営を伴⾛型で⽀援するために
５．なぜ、税理⼠は伴⾛型で⽀援できるのか？

次月決算割合（20地域会別）
2017年3月末現在：全国平均 59.4% 2016年末目標：70%超

巡回監査とは？

TKC会員の関与先の6割は、
❶翌⽉巡回監査を受け、
❷次⽉に⽉次決算を実施。

関与先を毎月及び期末決算時に巡回して、
会計資料並びに会計記録の適法性、正確性
及び適時性を確保するため、会計事実の真
実性、実在性、網羅性を確かめ、かつ指導
することです。巡回監査においては、経営
方針の健全性の吟味に務めるものとします。

巡回監査は、毎月行う月次巡回監査と、
期末決算時に行う決算巡回監査とに分けら
れます。
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●中⼩企業が「スマートＳＭＥ」となるためには、伴⾛型
の⽀援者が必要です。

●伴⾛型の⽀援者としては、ＩＴを活⽤した会計・税務の
専⾨家で経営⾰新等⽀援機関たる、税理⼠が適任です。

●中⼩企業を毎⽉訪問する税理⼠が窓⼝となり、他の経営
⾰新等⽀援機関（商⼯会議所・商⼯会・中央会・地域⾦融機関）と
連携して中⼩企業を⽀援することが、｢スマートＳＭＥ｣
誕⽣の機縁になると考えます。

Ⅱ 中⼩企業の経営を伴⾛型で⽀援するために
６．提⾔①
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③商品⼜は役務の需要の動向に関する情報の活⽤

❹経営能率の向上のための情報システムの構築

経営⼒向上の 4つ の内容
〜「中⼩企業の新たな事業活動の促進に関する基本⽅針（告⽰）」より 〜

①事業活動に有⽤な知識⼜は技能を有する⼈材の育成

➋財務内容の分析の結果の活⽤

経営⾰新等⽀援機関のミッションとして、
➋財務内容の分析の結果の活⽤
❹経営能率の向上のための情報システムの構築

を明記すべきと考えます。

Ⅱ 中⼩企業の経営を伴⾛型で⽀援するために
６．提⾔②
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１．「中⼩企業の会計に関する基本要領」の更なる普及が課題
適時・正確な記帳を行い、発生主義で月次決算を行うことが黒字経営の基盤です。

そのためには、すべての経営革新等支援機関が「一般に公正妥当と認められる会計
処理の基準」である「中小企業の会計に関する基本要領」の普及に務める必要があ
ります。

２．ＩＴベンダーのセキュリティ対策を評価する仕組みが課題
経営能率向上のためには、会計システムと業務システムとのデータ連携が効果的

です。一方で、経営革新等支援機関が、ISO/IEC27001(ISMS)等のセキュリティ対策
にしっかりと取り組んでいるＩＴベンダーを判別する仕組みが必要です。特にマイ
ナンバーを取り扱う人事・給与・税務システム等は、厳格な対策が求められます。

３．会計システムにおける、電⼦帳簿保存法への対応が課題
国税庁からＩＴベンダーに『国税関係帳簿書類の電子保存に関する周知の依頼に

ついて』が発信され、注意喚起がなされています。

４．会計システムにおける、消費税法 第30条「仕⼊税額控除」の記帳要件
への対応が課題（複数税率化すると、なお深刻になる）

Ⅱ 中⼩企業の経営を伴⾛型で⽀援するために
６．提⾔③

経営⾰新等⽀援機関たる税理⼠が抱える課題
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TKC会員（税理⼠･公認会計⼠）による⽉次巡回監査と経営助⾔のサイクル

TKC経営指標BASTとは

単年度予算と⾏動計画の策定

戦略財務情報システム ＦＸシリーズ への予算登録

税務当局及び⾦融機関から信頼される決算書

迅速かつ正確な⽉次決算による最新業績の確認

Business Analyses & Statistics by TKC

業種別に、優良企業･⿊字企業･⽋損企業･⿊字
企業中位グループ･全企業の５分類で、売上規模
別かつ地域別に絞り込んで経営⽐較を可能とす
る経営指標です。

TKC会員が毎⽉継続して実施した巡回監査と
⽉次決算により作成された会計帳簿を基礎とし
て誘導された決算書から作成しています。

・収録企業 23万5000社超
・収録業種 1,053業種
・分析項⽬ 59項⽬
・年商階級 0.5億円未満

0.5億円 〜 1億円未満
1億円 〜2.5億円未満

2.5億円 〜 5億円未満
5億円 〜 10億円未満
10億円 〜 20億円未満
20億円 〜 30億円未満
30億円以上

BASTを活⽤したベンチマークと中期経営計画の策定

中⼩会計要領に基づく適時･正確な記帳

イノベーションと経営効率向上による業績の改善

Ⅲ 中⼩企業の⿊字化を⽀援するTKC会員の取り組み
会計で会社を強くする
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Ⅲ 中⼩企業の⿊字化を⽀援するTKC会員の取り組み
会計で会社を強くする



©TKC 2017 17

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

H22.1 H23.1 H24.1 H25.1 H26.1 H27.1 H28.1 H29.1

Ⅲ 中⼩企業の⿊字化を⽀援するTKC会員の取り組み
会計で会社を強くする

継続ＭＡＳで作成した予算の登録社数（平成29年３⽉末時点）

予算登録社数：64,923社

FXシリーズ
利用社数

23万5千社
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変動費
(買った⾦)

売上⾼（売った⾦）

限界利益(儲かった⾦)

固定費
(使った⾦)

経常利益(残った⾦)

「戦略家」
としての視点

➊実績 ➋計画 ❸前年

「管理者」
としての視点

Ⅲ 中⼩企業の⿊字化を⽀援するTKC会員の取り組み
会計で会社を強くする

経営者の意思決定に役⽴つ 365⽇変動損益計算書
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